
 

 

応援します！えひめの農商工ビジネス 
「令和８年度農商工ビジネス商品開発事業費補助金」募集 

 

（公財）えひめ産業振興財団では、中小企業者や、中小企業者と農林漁業者の連携体が、県内農林水産物

等を有効に活用して商品開発等の取組みに要する経費の一部を補助します。 
 

１ 補助対象者 

区分 一般枠 特別枠 

内容 

次のいずれかに該当する者 

（ア）県内に主たる事業所を有する中小企業者 

（イ）県内の主たる事業者を有する中小企業者と

県内農林漁業者の連携体 

次のすべてに該当する者 

（ア）県内に主たる事業所を有する中小企業者と

県内農林漁業者の連携体 

（イ）愛媛県官民共創拠点「E:N BASE」の会員登

録をしていること 

 

２ 補助対象経費 
（１）一般枠 

 県内農林水産物等の地域資源を活用して新たな商品開発に取り組むなど、中小企業等の競争力を

強化する取組みで、中小企業者等が県内で生産される農林水産物等を活用した付加価値の高い商品

開発等の取組みに必要な下表の経費 

（２）特別枠 

 上記一般枠と同様の取組みで、下記①～⑤のいずれかに取り組むことを推奨します。 

 ①フードテック 

 ②デジタルマーケティング 

 ③海外展開 

 ④SDGs 

 ⑤県の研究機関が開発したｵﾘｼﾞﾅﾙ品種等を活用または県産業技術研究所食品技術ｾﾝﾀｰとの連携 

経費の内容 
①備品費、②原材料費、➂借料、④知的財産権等関連経費、⑤謝金、⑥旅費、

⑦外注費、⑧委託費、⑨マーケティング調査費、⑩広報費、⑪人件費 

 

３ 補助率（限度額）、補助期間、補助件数 ※予算の都合や事業内容等により、補助金を減額することがあります。 
区分 一般枠 特別枠 

補助率、 

補助限度額 

補助対象経費の１／２以内 

（上限１５０万円/件） 

補助対象経費の２／３以内 

（上限３００万円/件） 

補助期間 交付決定日 から 令和９年３月 10日まで 

補助件数 6件程度（ただし、当該年度の予算の範囲内） 2件程度（ただし、当該年度の予算の範囲内） 

 

４ 受付期間  令和８年４月 30日（木）～６月 15日（月）17：00必着 



 

 

５ 応募方法 
補助金申込書を作成のうえ、受付期間内に持参又は郵送等により当財団まで提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 農商工連携ビジネスプロデューサー等による事前相談 
補助金申込書や事業計画等の作成にあたっては、当財団の農商工連携ビジネスプロデューサーや職員によ

る事前相談（無料）を受けることができます。 

７ その他注意事項 
応募にあたっての注意事項等の詳細につきましては、募集要項に記載しておりますので、御確認ください。 

なお、募集要項や補助金申込書の様式は、募集期間中、当財団のホームページからダウンロードすること
ができます。（https://www.ehime-iinet.or.jp/grants） 

８ 補助事業の流れ  ※実施時期については、応募状況等により変更になる場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜申し込み・問い合わせ先＞ 

公益財団法人 えひめ産業振興財団 産業育成課 

〒791-1101 松山市久米窪田町 337-1 TEL(089)960-1116 FAX(089)960-1105 

愛媛県 経済労働部 産業支援局 経営支援課 地域産業係 

〒790-8570 松山市一番町 4丁目 4-2 TEL(089)912-2484 FAX(089)912-2469 

  

書 類 審 査 
補助金申込書による書類審査を実施(必要に応じて現地調査を実施） 

審査会による審査 
書類審査を通過した案件について面接審査を実施 

 

 

７月中下旬頃 

 

 

 

【提出書類】 

●補助金申込書（正本１部） 
●愛媛県が課税するすべての県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）に未納がないことを証する書類 
（納税証明書）（正本１部） 

●法人の場合には、定款、登記事項証明書、直近３期分の決算書（各写し１部） 
●個人の場合には、最近１年間の貸借対照表、損益計算書等の収支が分かる書類 
●任意団体の場合には、規約、名簿、収支が分かる書類（各写し１部） 
●備品（機械等）の購入等に要する経費を補助対象とする場合は、積算根拠書類（参考見積書）等(各写し１部) 
●暴力団排除に係る誓約書 
●パートナーシップ構築宣言を登録している場合は、その内容が分かる書類 

●（特別枠の場合必須）愛媛県官民共創拠点「E:N BASE」の会員登録をしていることが分かる書類 

補助金申込書の受付 令和８年４月 30日～６月 15日 

６月下旬 

補助対象者の決定 ７月下旬 

 補助金の交付申請  

 

７月下旬 

 補助金の交付決定  

 

７月下旬 

 補助事業の開始  

 

７月下旬 


